
歳出
（目的別）

105億
1,000万円

義務的経費：57億646万2千円（54.3%）
投資的経費：9億6,603万7千円（9.2%）
その他経費：38億3,750万1千円（36.5%）

人件費
22億2,257万円
（21.1％）

民生費
38億2,889万2千円
（36.4％）

総務費
13億7,456万6千円
（13.1％）

公債費
12億1,555万1千円
（11.6％）

衛生費
10億6,287万6千円
（10.1％）

教育費
7億3,648万9千円
（7.0％）

土木費
7億2,106万8千円
（6.9%）

市税
15億5,686万6千円
（14.8％）

分担金及び負担金
1億3,798万5千円
（1.3％）

使用料及び手数料
1億4,907万円
（1.4％）

繰入金
3億5,345万8千円
（3.4％）

地方交付税
48億5,000万円
（46.1％）

国庫支出金
12億4,949万円
（11.9％）

県支出金
8億6,621万8千円
（8.2％）

市債
8億1,080万円
（7.7％）

その他
3億3,730万円
（3.3％）

その他
1億9,881万3千円
（1.9％）

扶助費
22億6,834万1千円
（21.6％）

公債費
12億1,555万1千円
（11.6％）

公債費
12億1,555万1千円
（11.6％）

普通建設事業費
8億279万8千円
（7.6％）

災害復旧事業費
1億6,323万9千円
（1.6％）

維持補修費
9,253万2千円
（0.9％）

補助費等
6億7,688万4千円
（6.4％）

繰出金
13億9,998万2千円
（13.3％）

その他
1億9,143万9千円
（1.8％）

物件費
14億7,666万4千円
（14.1％）

自主財源：23億9,619万2千円（22.8%）
依存財源：81億1,380万8千円（77.2%）

歳出
（性質別）

105億
1,000万円

歳入
105億
1,000万円

農林水産業費
5億6,329万7千円
（5.4％）

消防費
3億7,535万8千円
（3.6％）

商工費
2億8,858万1千円
（2.7％） 災害復旧費：1億6,330万2千円

（1.5％）
予備費：500万円
（0.1％）

議会費：1億7,502万円
（1.7％）

■平成２５年度当初予算の内訳（会計別）
（単位：千円，％、△は減）

【用語解説】
自主財源…�地方税や使用料、手数料などのように

地方公共団体自らの意思に基づいて徴
収するものをいいます。この財源が多
いほど財源の健全性・安全性が確保さ
れます。

依存財源…�国庫支出金、県支出金のように国や県
の意思決定で地方公共団体に交付され
るものです。
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平成25年度当初予算の主な新規事業をお知らせします

会計名 平成25年度 平成24年度 伸　率
一般会計 10,510,000 10,828,000 △ 2.9

特

別

会

計

国民健康保険特別会計（事業勘定） 3,592,198 3,692,229 △ 2.7
後期高齢者医療特別会計 666,291 653,758 1.9
簡易水道特別会計 161,377 213,757 △ 24.5
農業集落排水事業特別会計 38,223 36,571 4.5
公共下水道事業特別会計 220,778 193,691 14.0
漁業集落排水事業特別会計 1,986 2,566 △ 22.6
物品特別会計 113,252 77,043 47.0
介護保険特別会計（事業勘定） 2,518,796 2,488,530 1.2
介護保険特別会計（サービス事業勘定） 21,188 25,389 △ 16.5
市木診療所特別会計 63,439 64,596 △ 1.8

病院事業会計 2,212,136 2,022,016 9.4
水道事業会計 611,940 1,030,206 △ 40.6

合　　　計 20,731,604 21,328,352 △ 2.8
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一般会計歳出予算 一般会計歳入予算
（性質別）

（目的別）

 基本目標１「市民活動・行財政経営分野」

◆ふるさとを元気にする市木柱松応援事業
　 ………………………………………… 50万円
　市木地区の伝統ある柱祭を支援する。

◆串間市行政評価・外部評価事業
　 ……………………………………… 37万6千円
　 行政評価に外部評価を導入し、事業の必要性、有効

性等について外部の視点を活用し改革改善を推進す
る。

 基本目標３「教育・文化分野」

◆複式学級支援のための非常勤講師配置事業
　 …………………………………… 591万1千円
　 変則的複式学級を解消するため、非常勤講師を配置

する。

 基本目標４「産業振興分野」

◆地域農業の再生をめざす集落営農支援事業
　 ………………………………………… 40万円
　 集落営農組織の設立を目指す集落等に対して、１集

落等に１０万円を助成する。

◆優良繁殖雌牛保留対策事業
　 ………………………………………… 480万円
　 南那珂管内で生産された優良雌子牛の地元保留を促

進するため、子牛品評会等において優等として評価
された子牛をせり市で購入した市内の生産農家に対
し助成する。

◆酪農素牛確保緊急対策事業
　 ………………………………………… 100万円
　 飼養頭数の減少及び乳牛の高齢化による、乳量・乳

質の低下抑制のため、素牛導入に対して助成する。

◆意欲ある漁業者・活力ある水産業対策事業
　 ………………………………………… 400万円
　 意欲ある漁業者の経営安定等を図るため、漁業共済

掛金及び漁船保険料を助成する。

◆串間エコツーリズム推進事業
　 …………………………………… 827万3千円
　 「串間ツーリズム推進協議会」の設立を目指して、エ

コツアーの全体構想案や自然観光資源の調査、市場
調査など認定コースや認定ガイドによるブランド化を

目指す。
◆都井岬再開発事業 ……………… 139万8千円
　 都井岬を中心とする観光振興計画の策定と実施に向

けた検討委員会運営経費

◆サンゴ群集保全推進支援事業 ……… 200万円
　 サンゴ群集を保全するため、オニヒトデ等の駆除を行

うほか観光メニュー等の利活用を図る。

 基本目標５「生活基盤分野」

◆安全・安心道路づくり調査事業
　 ……………………………………… 1,500万円
　 市道を対象に経年劣化等による危険箇所の点検や重

点環境整備箇所の抽出などの調査業務経費 

◆東九州自動車道串間地区整備促進事業
　 ………………………………………… 160万円
　 東九州自動車道早期整備に向けた陳情要望活動の強

化を図る。

◆ 防災拠点施設・再生可能エネルギー導入事業
（串間市民総合体育館） ………2,924万9千円

　 災害時の避難場所となっている市民総合体育館に、
太陽光発電及び蓄電池設備を設置する経費

◆河川改修事業 …………………… 716万3千円
　 集中豪雨時に江切川において、越流水による市道等

の冠水及び橋りょうが流失するおそれがあるため、排
水処理等分析を行う。

◆常備車輌等更新事業
　 ………………………………… 4,475万3千円
　 高規格救急車並びに小型クレーン付運搬車等更新経費

 基本目標６「環境保全分野」

◆再生可能エネルギー推進事業
　 …………………………………… 412万3千円
　 エネルギービジョンを策定することにより、各分野と

の連携も視野に当市の再生可能エネルギーの方向性
を見出すほか、段階的に再生可能エネルギーの導入
を目指す。
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